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(57)【要約】
【課題】　シールド排泥水の発生から脱水ケーキを生成
するまでの一連の工程全体において、砒素等の重金属を
含む大量の処理対象泥水が発生した場合であっても、こ
れを効率的かつ適切に処理する。
【解決手段】　所定の粒径以下の細粒分を含む泥水に鉄
粉を添加して、当該鉄粉に重金属を吸着させる鉄粉添加
装置４０と、鉄粉を含まない泥水と、重金属が吸着した
鉄粉を含む泥水とに比重分離する比重分離装置５０と、
永久磁石を利用して、重金属が吸着した鉄粉を含む泥水
から鉄粉を回収するドラム型磁性分離装置６０と、鉄粉
を分離後の泥水を脱水処理する脱水処理装置８０とを備
える。鉄粉の一部または全部は、表面から内部にわたる
多数の微細孔を有するとともに、粒度が１５０μｍ以上
３００μｍ以下、見掛密度が１．３ｇ／ｃｍ3以上１．
５ｇ／ｃｍ3以下、比表面積が０．１２以上０．３６ｍ2

／ｇ以下である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重金属汚染土壌を無害化処理するための装置であって、
　前記重金属汚染土壌に含まれる粘土塊を解砕する粘土解砕装置と、
　前記重金属汚染土壌を篩い分けして、所定の粒径以下の細粒分を含む泥水を取り出す篩
い分け装置と、
　前記細粒分を含む泥水に鉄粉を添加して、当該鉄粉に重金属を吸着させる鉄粉添加装置
と、
　鉄粉を含まない泥水と、重金属が吸着した鉄粉を含む泥水とに比重分離する比重分離装
置と、
　永久磁石を利用して、前記重金属が吸着した鉄粉を含む泥水から鉄粉を回収するドラム
型磁性分離装置と、
　前記鉄粉を分離後の泥水を脱水処理する脱水処理装置と、
を備え、
　前記鉄粉の一部または全部は、表面から内部にわたる多数の微細孔を有するとともに、
粒度が１５０μｍ以上３００μｍ以下、見掛密度が１．３ｇ／ｃｍ3以上１．５ｇ／ｃｍ3

以下、比表面積が０．１２ｍ2／ｇ以上０．３６ｍ2／ｇ以下であることを特徴とする重金
属汚染土壌の無害化処理システム。
【請求項２】
　前記ドラム型磁性分離装置で回収しきれなかった鉄粉を含む泥水から鉄粉をさらに回収
するフィルター型電磁石分離装置を備えた、
ことを特徴とする請求項１記載の重金属汚染土壌の無害化処理システム。
【請求項３】
　前記比重分離装置の前段に、前記重金属を吸着した鉄粉を含む泥水を均一に供給する泥
水供給装置を配置したことを特徴とする請求項１または２に記載の重金属汚染土壌の無害
化処理システム。
【請求項４】
　前記比重分離装置に供給する泥水の比重を測定する泥水比重測定装置と、
　前記測定した泥水の比重に応じて、前記比重分離装置に供給する泥水量を調整する供給
泥水量調整装置と、
を備えたことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の重金属汚染土壌の無害化
処理システム。
【請求項５】
　前記ドラム型磁性分離装置で回収した鉄粉と、同時に回収される余剰水とを分離して、
当該余剰水のみを排出する余剰水排出装置を備えたことを特徴とする請求項１～４のいず
れか１項に記載の重金属汚染土壌の無害化処理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重金属汚染土壌の無害化処理システムに関するものであり、例えば、泥水式
シールド工法で発生する自然由来の砒素等の重金属を含む土壌を工事現場で無害化処理す
るために好適に適用される技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　自然由来の砒素等による重金属汚染が懸念される地盤にシールド工法でトンネルを構築
する場合、環境基準を超える脱水ケーキが生じるおそれがある。このため、掘削土を泥水
状とすることで砒素等の重金属の抽出・分離が容易に実施でき、掘削土が泥水状を呈する
シールド工法において、掘削土から砒素等の重金属を抽出・分離する対策が考えられてい
る。
【０００３】
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　ここで、泥水式シールド工法において、廃棄泥水から重金属を抽出分離する方法として
、次の二つの方法がある。第１の方法は、廃棄泥水に鉄粉を添加して溶解性重金属を吸着
させた後、重金属が吸着した鉄粉を回収する方法である。第２の方法は、廃棄泥水に重金
属の抽出を促進する薬剤を添加した後、廃棄泥水を脱水して重金属が溶解した水を回収す
る方法である。
【０００４】
　さらに、泥土圧式シールド工法において、鉄粉や不溶化材を切羽に供給することで、掘
削を行いながら重金属を不溶化する方法も考えられている。
【０００５】
　このように、従来、汚染土壌の処理方法や処理施設について、種々の技術が提案されて
いる（例えば、特許文献１、特許文献２、特許文献３参照）。特許文献１に記載された技
術は、工業排水や、電子材料となるニッケル化成品の中間原料である硫酸ニッケル水溶液
など、各種の重金属含有水溶液から重金属を分離するための方法である。すなわち、特許
文献１に記載された技術は、重金属含有水溶液に金属鉄粉を添加して撹拌混合するか、金
属鉄粉を充填したカラム等に重金属含有水溶液を通液して、金属鉄粉の表面で重金属を反
応させた後、固液分離により重金属が鉄の化合物として吸着された金属鉄粉を回収する技
術である。ここで、金属鉄粉の粒径は１ｍｍ以下とし、１０μｍ～１ｍｍに調整すること
が好ましいとしている。
【０００６】
　特許文献２に記載された技術は、ふっ素、ほう素、砒素、クロム、鉛、セレン等の重金
属類を含む汚染土壌を浄化するための浄化材に関する技術である。すなわち、特許文献２
に記載された技術で使用する浄化材は、金属鉄粉表面に希土類元素の水酸化物または酸化
物を付着させることで、同量の希土類元素の水酸化物または酸化物を単体で用いるよりも
、希土類元素の水酸化物または酸化物の重金属吸着能を向上することができるとしている
。
【０００７】
　特許文献３に記載された技術は、密閉型シールドトンネル工事に伴って発生する重金属
類汚染土壌を処理する場合、掘削排出される重金属類汚染土壌を現位置にて不溶化処理す
る技術であり、現位置の重金属類汚染土壌内に、密閉型シールドトンネルの掘削切羽前面
から不溶化材を注入し、カッターフェース面で攪拌混合する。さらに、排送管内で再混合
と不溶化処理反応を促進させることにより、不溶化の基準を確保することができるとして
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００８－１５５１０５号公報
【特許文献２】特開２０１２－５１９６７号公報
【特許文献３】特開２００６－３１６５９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし、上述した第１の方法については、シールド排泥水の発生から脱水ケーキを生成
するまでの全体システムについて総合的な検討が必要である。また、砒素等の重金属を吸
着させた鉄粉を回収する設備については、設備規模に対して処理能力が小さい設備を用い
て検討を進めている事例が多く、大口径シールドで生じる大量の廃棄泥水を処理するため
には、鉄粉回収設備を非現実的なレベルで大量導入する必要がある等、種々の問題がある
。
【００１０】
　また、上述した第２の方法については、添加した抽出材が脱水ケーキに残留するため、
将来的な脱水ケーキの安全性が担保されないだけではなく、抽出材が高価であるため、処
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理コストが高価になる等、種々の問題がある。
【００１１】
　さらに、泥土圧式シールド工法を採用した場合には、重金属汚染土壌を不溶化処理する
ことになり、処理土には砒素等の重金属が含まれるため、永久に管理する必要がある。
【００１２】
　本発明は、上述した事情に鑑み提案されたもので、例えば、シールド排泥水の発生から
脱水ケーキを生成するまでの一連の工程全体において、砒素等の重金属を含む大量の処理
対象泥水が発生した場合であっても、これを効率的かつ適切に処理することが可能な重金
属汚染土壌の無害化処理システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の重金属汚染土壌の無害化処理システムは、上述した目的を達成するため、以下
の特徴点を有している。すなわち、本発明の重金属汚染土壌の無害化処理システムは、重
金属汚染土壌を無害化処理するための装置であって、無害化処理の各段階において使用す
る装置群を備えている。
【００１４】
　粘土解泥工程における装置群として、粘土解砕装置と、篩い分け装置とがある。また、
重金属除去工程における装置群として、鉄粉添加装置と、比重分離装置と、ドラム型磁性
分離装置とがある。また、無害化処理の後段階における装置群として、脱水処理装置があ
る。なお、各装置群には、さらに他の装置が付加される場合がある。
【００１５】
　粘土解砕装置は、重金属汚染土壌に含まれる粘土塊を解砕するための装置である。篩い
分け装置は、重金属汚染土壌を篩い分けして、所定の粒径以下の細粒分を含む泥水を取り
出すための装置である。
【００１６】
　鉄粉添加装置は、細粒分を含む泥水に鉄粉を添加して、当該鉄粉に重金属を吸着させる
ための装置である。比重分離装置は、鉄粉を含まない泥水と、重金属が吸着した鉄粉を含
む泥水とに比重分離するための装置である。ドラム型磁性分離装置は、永久磁石を利用し
て、重金属が吸着した鉄粉を含む泥水から鉄粉を回収するための装置である。脱水処理装
置は、鉄粉を分離後の泥水を脱水処理するための装置である。
【００１７】
　上述した装置群において、添加する鉄粉の一部または全部は、表面から内部にわたる多
数の微細孔を有するとともに、粒度が１５０μｍ以上３００μｍ以下、見掛密度が１．３
ｇ／ｃｍ3以上１．５ｇ／ｃｍ3以下、比表面積が０．１２ｍ2／ｇ以上０．３６ｍ2／ｇ以
下であることを特徴とするものである。なお、比表面積は、ＪＩＳ　Ｚ　８８３０：２０
１３に準拠し、ＢＥＴ多点法／吸着側相対圧（Ｐ／Ｐ0＝０．００１～０．３０）で測定
した値とする。
【００１８】
　また、上述した構成に加えて、ドラム型磁性分離装置で回収しきれなかった鉄粉を含む
泥水から鉄粉をさらに回収するフィルター型電磁石分離装置を備えることが好ましい。
【００１９】
　また、上述した構成に加えて、比重分離装置の前段に、重金属を吸着した鉄粉を含む泥
水を均一に供給する泥水供給装置を配置することが好ましい。
【００２０】
　また、上述した構成に加えて、比重分離装置に供給する泥水の比重を測定する泥水比重
測定装置と、測定した泥水の比重に応じて、比重分離装置に供給する泥水量を調整する供
給泥水量調整装置とを備えることが好ましい。
【００２１】
　また、上述した構成に加えて、ドラム型磁性分離装置で回収した鉄粉と、同時に回収さ
れる余剰水とを分離して、当該余剰水のみを排出する余剰水排出装置を備えることが好ま
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しい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムによれば、例えば、泥水式シールド
工事で発生する自然由来の砒素等の重金属を含む土壌を工事現場で無害化処理する際に、
シールド排泥水の発生から脱水ケーキを生成するまでの一連の工程全体において、砒素等
の重金属を吸着させる鉄粉の性状を適切に管理することにより、砒素等の重金属を含む大
量の廃棄泥水が発生した場合であっても、これを効率的かつ適切に処理することが可能と
なる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の実施形態に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムの全体構成を示す
説明図。
【図２】本発明の実施形態に係る比重分離装置の構成を示す説明図。
【図３】本発明の実施形態に係るドラム型磁性分離装置の構成を示す説明図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、図面を参照して、本発明に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムの実施形態
を説明する。図１～３は本発明の実施形態に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムを
説明するもので、図１は全体構成を示す説明図、図２は比重分離装置の構成の説明図（横
断面（ａ）及び縦断面（ｂ））、図３はドラム型磁性分離装置の構成を示す説明図である
。
【００２５】
　＜全体構成＞
　本発明の実施形態に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムは、例えば、泥水式シー
ルド工事で発生する重金属汚染泥水を無害化処理するための装置であって、図１に示すよ
うに、処理工程の進行順に、粘土解砕装置１０及び篩い分け装置２０、ｐＨ調整装置３０
、鉄粉添加装置４０、比重分離装置５０、ドラム型磁性分離装置６０、脱水処理装置８０
を備えている。なお、本発明に係る無害化処理システムは、泥水式シールド工事だけでは
なく、適切な前処理を行うことにより、泥土圧式シールド工事や通常の掘削工事で発生す
る残土に対しても適用することができる。
【００２６】
　また、本発明にかかる重金属汚染土壌の無害化処理システムにおいて、ｐＨ調整装置３
０及びフィルター型電磁石分離装置７０は、必須の装置ではなく、鉄粉に対する重金属の
吸着を促進するためｐＨ調整が必要な場合や、処理後の鉄粉の分離精度を向上させる必要
がある場合に配設すればよい。また、重金属とは、ふっ素、ほう素、砒素、クロム、鉛、
セレン等のことをいう。
【００２７】
　＜粘土解泥工程における装置群＞
　粘土解泥工程には、粘土解砕装置１０、篩い分け装置２０、余剰泥水槽１２０が配置さ
れている。篩い分け装置２０における篩下分は余剰泥水槽１２０に貯留され、シールド掘
削に必要な量の泥水が送泥水槽１００に送出されてシールドマシン１１０に供給される。
また、余剰泥水槽１２０に貯留された余剰分の泥水は、ｐＨ調整装置３０の廃棄泥水受槽
３３に送出されてｐＨ調整が行われる。
【００２８】
　＜粘土解砕装置＞
　粘土解砕装置１０は、重金属汚染土壌に含まれる粘土塊を解砕するための装置である。
一般的なシールド工事では、シールドマシン１１０から排出された泥水を振動篩で２ｍｍ
を超える砂と２ｍｍ以下の細粒分に篩い分けし、篩残留分を砂として残土処理することが
多い。自然由来の重金属汚染地盤を掘削する場合には、掘削対象となる土質が土丹になる
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可能性が高く、その場合、篩残留分に土丹が固結した粘土塊が含まれる可能性が払拭でき
ない。このため、本実施形態では、篩残留分を解砕するための粘土解砕装置１０を備えて
いる。粘土解砕装置１０は、例えば、ローラーミル、鬼歯ローラ、ボールミル、高速溶解
機（攪拌機）等を用いることができる。
【００２９】
　＜篩い分け装置＞
　篩い分け装置２０は、重金属汚染土壌を篩い分けして、所定の粒径以下の細粒分を含む
泥水を取り出すための装置である。所定の粒径とは、例えば、砂分を基準として２ｍｍと
する。すなわち、２ｍｍを超える砂分は、重金属を含まないものとして分離し、０次処理
土として処理する。一方、２ｍｍ以下の細粒分を含む泥水は、重金属を含有しているもの
として、重金属を分離して無害化処理を行う。篩い分け装置２０は、例えば、振動篩を用
いることができる。
【００３０】
　本実施形態では、篩い分け装置２０として２つの振動篩を備えている。第１の振動篩は
シールドマシン１１０から排出された泥水中に含まれる礫分・粘土塊を篩い分けするため
の装置である。第１の振動篩で篩い分けした礫分・粘土塊は、泥土解砕装置１０により粉
砕処理して解泥槽９０に送出し、余剰泥水槽１２０から送出される余剰泥水の一部と混合
して泥水状とした後、第２の振動篩で篩い分けする。そして、第１の振動篩及び第２の振
動篩で篩い分けした篩下分は、余剰泥水槽１２０に貯留される。また、第２の振動篩によ
り篩い分けした残留分は、０次処理土として処理される。
【００３１】
　＜解泥槽＞
　解泥槽９０は、第１の振動篩である篩い分け装置２０により篩い分けられた篩下分と、
余剰泥水槽１２０から送出される余剰泥水の一部を貯留するための貯留槽であり、撹拌モ
ータ９１により駆動される撹拌翼９２により泥水を撹拌して均一化するようになっている
。なお、撹拌翼９２の形状等は、篩下分の性状に応じて適宜設定することができる。また
、図示しないが、解泥槽９０には、泥水を送出するためのポンプを備えている。解泥槽９
０に貯留された余剰泥水は、第２の振動篩である篩い分け装置２０に供給される。
【００３２】
　＜余剰泥水槽＞
　余剰泥水槽１２０は、第１の振動篩及び第２の振動篩により篩い分けした篩下分からな
る余剰泥水を貯留して、解泥槽９０、送泥水槽１００、ｐＨ調整装置３０（廃棄泥水受槽
３３）に供給するための貯留槽である。余剰泥水槽１２０においても、撹拌モータ１２１
により駆動される撹拌翼１２２により泥水を撹拌して均一化するようになっている。また
、図示しないが、余剰泥水槽１２０には、泥水を送出するためのポンプを備えている。
【００３３】
　＜送泥水槽＞
　送泥水槽１００は、余剰泥水槽１２０から受け入れた泥水を貯留して、再度、シールド
マシン１１０に供給するための貯留槽である。送泥水槽１００においても、撹拌モータ１
０１により駆動される撹拌翼１０２により泥水を撹拌して均一化するようになっている。
また、図示しないが、送泥水槽１００には、泥水を送出するためのポンプ及び泥水比重調
整のための加水装置を備えている。
【００３４】
　＜重金属除去工程における装置群＞
　重金属除去工程には、ｐＨ調整装置３０、鉄粉添加装置４０、比重分離装置５０、ドラ
ム型磁性分離装置６０、フィルター型電磁石分離装置７０が配置されている。ｐＨ調整装
置３０でｐＨ調整された余剰泥水は、鉄粉添加装置４０で鉄粉が添加されて重金属が吸着
され、比重分離装置５０に送出される。本実施形態では、比重分離装置５０の前段に、重
金属を吸着した鉄粉を含む泥水を均一に供給する泥水供給装置（図示せず）が配置されて
いる。さらに、比重分離装置５０に供給する泥水は、泥水比重測定装置（図示せず）によ
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り比重が測定され、供給泥水量調整装置（図示せず）により、泥水の比重に応じて比重分
離装置５０に供給する泥水量が調整される。
【００３５】
　比重分離装置５０で分離された鉄粉を含まない泥水は、一旦、廃棄泥水槽１３０に貯留
された後、脱水処理装置８０に送出される。一方、比重分離装置５０で分離された重金属
を吸着した泥水は、ドラム型磁性分離装置６０に送出される。廃棄泥水槽１３０には、撹
拌モータ１３１により駆動される撹拌翼１３２を備えている。
【００３６】
　ドラム型磁性分離装置６０で回収された鉄粉は、一旦、余剰水排出装置として機能する
鉄粉受槽１４０に貯留された後、鉄粉添加装置４０へ送出される。また、ドラム型磁性分
離装置６０で分離された非磁性物には、分離しきれない磁性物(重金属吸着分離用鉄粉)が
含まれるため、撹拌装置１５０により撹拌した後、フィルター型電磁石分離装置７０に送
出されて磁性物(重金属含有物)が分離される。
【００３７】
　すなわち、ドラム型磁性分離装置６０及びフィルター型電磁石分離装置７０では、余剰
泥水を非磁性物と磁性物の二種類に分別する。そして、磁性物はドラム型磁性分離装置６
０及びフィルター型電磁石分離装置７０により、重金属吸着用の鉄粉として分離回収され
る。この工程で、重金属は磁性物に含まれることになる。また、非磁性物は磁力により吸
引されないことで分離される成分であり、基本的には鉄粉(磁性物)も重金属も含まれてい
ない。ただし、ドラム型磁性分離装置６０は、磁性物と非磁性物の分離精度がやや劣るが
、磁性物の混入割合が多い泥水を大量処理することが可能である。一方、フィルター型電
磁石分離装置７０は、磁性物と非磁性物の分離精度が高いが、磁性物の混入割合が多いと
頻繁に目詰まりを起こすため洗浄処理に要する時間が長くなり、処理量が減少するおそれ
がある。したがって、本実施形態では、ドラム型磁性分離装置６０及びフィルター型電磁
石分離装置７０を併用して、廃棄泥水を非磁性物と磁性物に分別している。
【００３８】
　フィルター型電磁石分離装置７０により分離された非磁性物(重金属が除去された泥水)
は、一旦、廃棄泥水槽１３０に貯留された後、脱水処理装置８０に送出される。また、フ
ィルター型電磁石分離装置７０で磁性物(重金属含有物)側に分別された処理物は鉄粉受槽
１４０に送出される
【００３９】
　＜ｐＨ調整装置＞
　ｐＨ調整装置３０は、ｐＨ調整が必要な場合に設置する装置であり、篩い分け装置２０
を通過した細粒分を含む泥水のｐＨを調整する。このｐＨ調整装置３０は、廃棄泥水受槽
３３と、ｐＨ調整材及び抽出材を投入するための投入装置（図示せず）と、撹拌モータ３
１により駆動される撹拌翼３２とを備えている。すなわち、余剰泥水中に含まれる重金属
が砒素である場合には、当該砒素は水酸化鉄由来の重金属である可能性が高いため、ｐＨ
をアルカリ性にすることで溶出が促進される。このため、余剰泥水をアルカリ性にした後
、撹拌翼３２により余剰泥水を撹拌してｐＨを調整する。重金属（砒素）の溶出時間は、
例えば１時間程度確保することが好ましい。
【００４０】
　＜鉄粉添加装置＞
　鉄粉添加装置４０は、鉄粉を添加して当該鉄粉に重金属を吸着させるための装置であり
、重金属吸着槽４１と、鉄粉を投入するための投入装置（図示せず）と、撹拌モータ４２
により駆動される撹拌翼４３とを備えている。なお、鉄粉添加装置４０において、細粒分
を含む泥水にｐＨ調整剤を添加してｐＨを中和してもよい。例えば、鉄粉による砒素の吸
着は、ｐＨが中性付近でその効果が最大となるため、泥水の中和を行いながら鉄粉を添加
することが好ましい。鉄粉の添加量は、例えば、乾土重量あたり３～５％程度が適正であ
る。
【００４１】
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　また、使用する鉄粉は、その一部または全部は、表面から内部にわたる多数の微細孔を
有するとともに、粒度が１５０μｍ以上３００μｍ以下、見掛密度が１．３ｇ／ｃｍ3以
上１．５ｇ／ｃｍ3以下、比表面積が０．１２ｍ2／ｇ以上０．３６ｍ2／ｇ以下であるも
のとする。ここで、粒度が１５０μｍ以上の鉄粉が９０％であることが望ましい。また、
見掛密度が１．３ｇ／ｃｍ3以上２．０ｇ／ｃｍ3以下とすることも可能である。なお、比
表面積の値は、ＪＩＳ　Ｚ　８８３０：２０１３に準拠し、ＢＥＴ多点法／吸着側相対圧
（Ｐ／Ｐ0＝０．００１～０．３０）で測定したものである。このような鉄粉の性状につ
いて、その臨界的意義を説明する。
【００４２】
　＜鉄粉が多孔質状であること＞
　表面から内部にわたる多数の微細孔を有する性状、すなわち、多孔質状(スポンジ状)の
鉄粉とすることにより、鉄粉自身の表面積が大きくなり、重金属の吸着効率が向上する。
【００４３】
　＜鉄粉の粒度＞
　鉄粉の粒度が１５０μｍを下回ると、比重分離を行う際に、泥水と鉄粉が確実に分離で
きないおそれがある。一方、鉄粉の粒度が３００μｍを上回ると、当該鉄粉に重金属を吸
着させる過程で当該鉄粉の被処理泥水中での分散性が低下し、重金属類の吸着効率が低下
する。
【００４４】
　＜鉄粉の見掛密度＞
　鉄粉の見掛密度が１．３ｇ／ｃｍ3を下回ると、微細孔の数が多くなり、鉄粉の強度が
低下する。なお、強度的に問題がない場合には、鉄粉の見掛密度は1．０ｇ／ｃｍ3まで許
容することができる。一方、鉄粉の見掛密度が１．５ｇ／ｃｍ3を上回ると、微細孔の数
が少なくなり、重金属の吸着効率が低下する。
【００４５】
　＜鉄粉の比表面積＞
　鉄粉の比表面積が０．１２ｍ2／ｇ以上０．３６ｍ2／ｇ以下の範囲を逸脱すると、重金
属を効率的に吸着することができなくなり、除去可能な重金属の量が減少する。
【００４６】
　＜比重分離装置＞
　比重分離装置５０は、図２に示すように、例えば、サイクロンを用いて、鉄粉を含まな
い泥水と、重金属が吸着した鉄粉を含む泥水とに比重分離するための装置である。本実施
形態では、粒径が大きな鉄粉を利用しているため、重力沈降だけで泥水から鉄粉を容易に
回収することが可能であることから、一次処理としてサイクロンを利用して、鉄粉を含ま
ない泥水と、鉄粉が濃縮された泥水に比重分離するようになっている。これにより、鉄粉
回収対象となる泥水量を、従来技術の２～３割程度に減少させることが可能となる。
【００４７】
　なお、図示しないが、比重分離装置(サイクロン)５０により、重量が大きい（比重が高
い）として分離された残留分をドラム型磁性分離装置６０に供給する設備(例えば、定量
フィーダー)は、定量的に被処理物を供給できる設備とするため、磁性物側に排出された
泥水を定量フィーダーに供給するとともに、定量フィーダー上に断面Ｌ字状の突起物を複
数個配置することが好ましい。このような構造とすることにより、泥水の供給出口で、被
処理物である泥水を均一に広げて供給することができる。また、本実施形態では、泥水か
らの鉄粉分離効果が高いという点で、比重分離装置５０としてサイクロンを用いる好まし
いが、泥水の状態によっては、他の構成からなる比重分離装置５０を用いてもよい。
【００４８】
　＜泥水比重測定装置＞
　本実施形態では、図示しないが、比重分離装置５０に供給する泥水の比重を測定する泥
水比重測定装置と、測定した泥水の比重に応じて、比重分離装置５０に供給する泥水量を
調整する供給泥水量調整装置とを備えることが好ましい。比重分離装置５０に供給する泥
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水比重は、施工条件により１．００～１．５０程度の範囲で変動が生じる。特に、比重分
離装置５０としてサイクロンを用いた場合に、サイクロン処理（比重分離処理）の工程に
おいて、比重１．２５程度までの鉄粉を添加した泥水は、１００Ｇ程度の遠心力を作用さ
せることで篩上に残留する鉄粉はほぼ零となるが、泥水比重が１．２５程度を超えると、
篩上に残留する鉄粉量が増加してくる。
【００４９】
　この場合、遠心力を２００Ｇ（最適には１８０Ｇ）程度まで上げることで、残留鉄粉量
をほぼ零にすることが可能となる。したがって、サイクロンに供給する泥水の比重を測定
し、泥水比重に応じてサイクロンに泥水を供給するポンプの吐出量を調整することにより
、篩上に鉄粉が残留しないよう運転管理することが可能となる。なお、サイクロンに作用
させる遠心力が大きい程、サイクロン内部の摩耗が激しくなるため、メンテナンス性向上
の観点から、作用させる遠心力は小さい方が好ましい。
【００５０】
　泥水比重測定装置としては、例えば、廃棄泥水受槽３３の水位と廃棄泥水受槽３３の下
部に設置した圧力計の出力値に基づいて、比重分離装置５０に供給する泥水の比重を推定
する装置を用いればよい。供給泥水量調整装置としては、例えば、上述した方法で推定し
た比重分離装置５０に供給する泥水の比重に応じて、インバータ等を用いて泥水供給ポン
プに作用させる電流値を調整することにより、泥水の供給量、すなわち比重分離装置５０
において泥水に作用させる遠心力を調整する装置を用いればよい。
【００５１】
　＜ドラム型磁性分離装置＞
　ドラム型磁性分離装置６０は、永久磁石を利用して、重金属が吸着した鉄粉を含む泥水
から鉄粉を回収するための装置である。すなわち、鉄粉が濃縮された比重分離物（サイク
ロン処理物）には、鉄粉の他にも砂等が含まれているため、さらにそこから鉄粉のみを回
収する必要がある。このため、本実施形態では、永久磁石６１を利用したドラム型磁性分
離装置６０により、鉄粉回収処理を行うようになっている。この際、ドラム磁選機の上部
から鉄粉を含む泥水を供給する設備（例えば、流下樋６６を含む装置（図３参照））を採
用することにより、単位時間当たりの処理重量を大きくすることが可能となる。
【００５２】
　ドラム磁選機は、例えば、図３に示すように、回転ドラム６２の内部に永久磁石６１を
取り付けることにより、回転ドラム６２の表面を磁性体の吸着面とする。そして、回転ド
ラム６２を回転させて、吸着面に磁性体を吸着させ、スクレーパー６５により吸着した磁
性体を掻き落とすようになっている。また、本実施形態では、回転ドラム６２の下側に位
置する永久磁石設置部と非設置部の境界部の鉛直下付近に邪魔板６３を設置するとともに
、非磁性体と磁性体との分離部に向かってエアーノズル６４からエアーを吹き付けること
により、非磁性体と磁性体とを区別して落下させることができるようになっている。
【００５３】
　＜撹拌装置＞
　さらに、鉄粉の周りに粘土粒子が付着して、見掛上の磁性が低下した鉄粉は、ドラム磁
選機では回収できないことがある。したがって、図３に示すように、ドラム磁選機で分離
された非磁性物を撹拌槽１５１に貯留し、ミキサー等からなる撹拌装置１５０で撹拌する
ことにより、鉄粉に付着した粘土を引きはがすことが好ましい。撹拌装置１５０は、撹拌
槽１５１と、撹拌モータ１５２により駆動される撹拌翼１５３とを備えている。
【００５４】
　＜余剰水排出装置＞
　また、ドラム磁選機により磁性物側に分別されて排出される鉄粉濃縮物には、水分が多
く含まれている場合がある。このため、図１及び図３に示すように、磁性物側に排出され
た鉄粉を貯留するための鉄粉受槽１４０内に越流堰１４１を設け、鉄粉を越流堰１４１の
上流側に排出する。そして、鉄粉とともに磁性物側に排出された水分は、越流堰１４１を
乗り越えて流下する構成とすることにより、磁性物側に排出された水分量が多くなった場
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合に、水分のみを排出することができる。上述したように、鉄粉受槽１４０及びこれに付
帯する機器が余剰水排出装置として機能する。
【００５５】
　＜フィルター型電磁石分離装置＞
　フィルター型電磁石分離装置７０は、ドラム型磁性分離装置６０で回収しきれなかった
鉄粉を含む泥水から鉄粉をさらに回収するための装置である。すなわち、フィルター型電
磁石分離装置７０により非磁性物(重金属が除去された粘土等)を分離して、ドラム型磁性
分離装置６０で回収しきれなかった微量の鉄粉をさらに回収する。本実施形態のフィルタ
ー型電磁石分離装置７０は、図示しないが、鉄球等に磁界を作用させることで磁力を発生
させて、鉄粉と非磁性物を分離し、鉄粉を回収する装置からなる。このように、フィルタ
ー型電磁石分離装置７０により非磁性物を再度処理することにより、廃棄泥水中からほと
んどすべての鉄粉を回収することができる。
【００５６】
　すなわち、磁性物として分離される処理物の主体は鉄粉であるため、重金属を含有して
いる。ただし、鉄粉は、土壌から水に溶出する僅かな重金属を吸着するだけであり、重金
属の含有量は極僅かである。一方、非磁性物として分離される処理物の主体は、砂・シル
ト・粘土・水であり、鉄粉の混入量は少なくなっているため、殆ど重金属を含有していな
い。また、非磁性物中の鉄粉含有量は、ドラム型磁性分離装置６０と比較して、フィルタ
ー型電磁石分離装置７０の方が少なくなっている。このように、本実施形態では、ドラム
型磁性分離装置６０で分離しきれなかった微量の鉄粉をフィルター型電磁石分離装置７０
で除去するようになっている。
【００５７】
　＜鉄粉の再利用＞
　本実施形態では、回収した鉄粉を再利用する。しかし、鉄粉の再利用の回数が増えてく
ると、重金属を吸着する能力が低下する。そこで、所定回数だけ再利用した鉄粉を酸、ア
ルカリ、アスコルビン酸のいずれか、もしくはこれらを組合せて処理することにより、重
金属吸着能力を復元することができる。
【００５８】
　＜処理後段階における装置群（脱水処理装置）＞
　無害化処理の後段階には、脱水処理装置８０が配置されている。脱水処理装置８０は、
廃棄泥水槽１３０に貯留された重金属が分離・除去された廃棄泥水を脱水処理することに
より減容化する装置であり、例えばフィルタープレス等からなる。すなわち、鉄粉をすべ
て回収した泥水は、フィルタープレス等で脱水処理することにより、廃棄泥土量を減少さ
せることができる。また、脱水処理装置８０として、セメントを添加して脱水処理を行う
真空加圧脱水機を利用することにより、自硬性のある脱水ケーキを生成して、将来的な重
金属溶出のリスクをさらに低減することができる。また、脱水処理装置８０から排出され
る濾水は、濁水処理装置（図示せず）により濁水処理して、得られた清水を再利用するこ
とができる。
【００５９】
　＜本発明の有利な効果＞
　以下、本発明に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムが、従来考えられているシス
テムと比較して有利な効果を奏する点について説明する。鉄粉混合槽から磁気分離機に鉄
粉混じりの排泥水をポンプアップし、浄化泥水を回収する装置構成では、７００ｍ3程度
を超える廃棄泥水から鉄粉を回収することは困難である。なぜならば、鉄粉混合槽から磁
気分離機に鉄粉混じりの排泥水をポンプアップし、浄化泥水を回収する方法では、７００
ｍ3程度を超える廃棄泥水を２～３時間以内に処理する必要があるため、２３０～３５０
ｍ3／ｈ程度の処理能力が必要となり、複数の設備（例えば、５～８台）の処理装置が必
要となる。
【００６０】
　また、鉄粉を繰り返し利用すると重金属吸着能力が低下するが、鉄粉を鉄粉混合槽に常
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時戻す処理方法では、鉄粉を繰り返し利用する毎に重金属吸着能力が低下する。このため
、使用限度を超えた鉄粉は回収して、フレッシュな鉄粉を鉄粉混合槽に添加する必要があ
り、大量の鉄粉を使用しなければならない。
【００６１】
　この点、本発明に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムでは、処理能力が高く、設
備のコンパクト化を図ることができるだけではなく、鉄粉を再利用するシステムが確立さ
れているため、鉄粉の使用量を大幅に減少させることができる。
【００６２】
　また、ドラム型磁性分離装置において、被処理泥水を回転ドラムの下側から供給する方
法では、砂分が多い泥水を処理対象とすると、回転ドラム下側の水路が土砂により閉塞し
て処理不良を起こすおそれがあるため、現場向きの処理設備とすることに懸念がある。
【００６３】
　この点、本発明に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムでは、被処理泥水を回転ド
ラムの上側から供給しているため、上述したような不具合は生じない。
【００６４】
　また、鉄粉を遠心分離する装置としてスクリューデカンタ等の遠心分離装置のみを使用
した場合に、回収した鉄粉には砂分も含まれ、砂分を含んだ鉄粉が再利用されることとな
る。このため、重金属が混入した泥水に鉄粉を投入すると、鉄粉と共に添加された砂分は
、再度、遠心分離装置により鉄粉と共に回収されてしまい、処理を繰り返すたびに鉄粉に
含まれる砂分が多くなってしまい、鉄粉添加量の管理が出来なくなるおそれがある。
【００６５】
　この点、本発明に係る重金属汚染土壌の無害化処理システムでは、鉄粉と砂分とを確実
に分離することができるため、上述したような不都合は生じない。
【符号の説明】
【００６６】
　１０　粘土解砕装置
　２０　篩い分け装置
　３０　ｐＨ調整装置
　３１　撹拌モータ
　３２　撹拌翼
　３３　廃棄泥水受槽
　４０　鉄粉添加装置
　４１　重金属吸着槽
　４２　撹拌モータ
　４３　撹拌翼
　５０　比重分離装置
　６０　ドラム型磁性分離装置
　６１　永久磁石
　６２　回転ドラム
　６３　邪魔板
　６４　エアーノズル
　６５　スクレーパー
　６６　流下樋
　７０　フィルター型電磁石分離装置
　８０　脱水処理装置
　９０　解泥槽
　９１　撹拌モータ
　９２　撹拌翼
　１００　送泥水槽
　１０１　撹拌モータ
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　１０２　撹拌翼
　１１０　シールドマシン
　１２０　余剰泥水槽
　１２１　撹拌モータ
　１２２　撹拌翼
　１３０　廃棄泥水槽
　１３１　撹拌モータ
　１３２　撹拌翼
　１４０　鉄粉受槽
　１４１　越流堰
　１５０　撹拌装置
　１５１　撹拌槽
　１５２　撹拌モータ
　１５３　撹拌翼

【図１】 【図２】
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